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○佐久市移住者雇用対策事業補助金交付要綱 

平成27年３月25日告示第52号 

改正 

平成28年３月24日告示第55号 

平成29年３月17日告示第26号 

令和２年３月25日告示第52号 

令和４年11月15日告示第162号 

佐久市移住者雇用対策事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市への移住を促進し、定住人口の増加による地域の活性化を図るため、移住

者を雇い入れた中小企業者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、佐久市

補助金等交付規則（平成17年佐久市規則第40号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 佐久広域市町村 佐久広域連合組織市町村をいう。 

(２) 移住者 平成26年４月１日以降に転入し、本市の住民基本台帳に記録された者で、その転入

の日から起算して過去５年以内に佐久広域市町村の住民基本台帳に記録されたことのないものを

いう。 

(３) 対象労働者 移住者であって、令和４年12月１日から令和７年11月30日までの間に雇用され、

雇用日において年齢が満65歳未満のものをいう。ただし、佐久市商工業振興条例施行規則（平成

17年佐久市規則第117号）別表に規定する企業立地雇用支援事業の新規常用雇用者に該当する者を

除く。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、対象労働者を雇用した次の各号のいずれにも該当する市内

に事業所を有する中小企業者とする。 

(１) 対象労働者を３か月以上雇用したもの 

(２) 締結した労働契約において、一週間の所定労働時間が通常の労働者と同程度（30時間以上）

であり、雇用保険一般被保険者となる対象労働者を雇用したもの 

(３) 佐久公共職業安定所において雇用保険法（昭和49年法律第116号）に定める適用事業所登録の

あるもの 

(４) 出勤簿、賃金台帳、労働者名簿など労働関係帳簿を整備し、保管しているもの 

(５) 市町村民税等の滞納がないもの 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は、対象労働者１人につき15万円とする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする中小企業者は、対象労働者を雇用したときは、雇用日から１

か月以内に、佐久市移住者雇用対策事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

(１) 雇用計画書（様式第２号） 

(２) 雇用契約書の写しなど雇用契約内容がわかるもの 

(３) 雇用保険被保険者資格取得確認通知の写し 

(４) 就業規則の写し 

(５) 誓約書（様式第３号） 

(６) 市町村民税納税証明書 

(７) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、速やかにその内容を審査し、適正

であると認めたときは、補助金の交付を決定し、当該中小企業者に対し、規則第６条に定める補助

金等交付決定通知書により通知するものとする。 
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（実績報告） 

第７条 前条の規定による交付決定を受けた中小企業者は、対象労働者を雇い入れた日から起算して

３か月を経過した日から30日以内に、佐久市移住者雇用対策事業実績報告書（様式第４号）に次に

掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 出勤簿の写し 

(２) 賃金台帳の写し 

(３) 対象労働者の戸籍の附票の写しで、本市への転入の日から５年間の住所地が証明できるもの 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第８条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があった場合は、交付決定の内容に照らし審査

し、適正であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該中小企業者に対し、規則第

13条に定める補助金等確定通知書により通知するものとする。 

（決定の取消し） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定の全部又は一

部を取り消すとともに、当該中小企業者に対し、補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により

通知するものとする。この場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されて

いるときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

(１) 中小企業者が、偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金交付後、補助金の交付要件を満たしていないことが明らかとなったとき。 

(３) 中小企業者が、労働関連法令に反する行為を行ったとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当であると市長が認めたとき。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月24日告示第55号） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月17日告示第26号抄） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月25日告示第52号） 

この要綱は、告示の日から施行し、この要綱による改正後の佐久市移住者雇用対策事業補助金交付

要綱の規定は、令和元年12月１日から適用する。 

附 則（令和４年11月15日告示第162号） 

（施行規則） 

１ この要綱は、令和４年12月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の佐久市移住者雇用対策事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の

日以後に雇用された対象労働者に係る補助金について適用し、同日前に雇用された対象労働者に係

る補助金については、なお従前の例による。 
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様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第５条関係） 
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様式第４号（第７条関係） 
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様式第５号（第９条関係） 

 


